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基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は次のとおりである。
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（単位：円）

建物、構築物、什器備品

   定額法で実施している。

(3) 引当金の計上基準

役員退職慰労引当金

   役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。

財務諸表に対する注記

重要な会計方針

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

   期末日の市場価格等に基づく時価法によっている。

(2) 固定資産の減価償却の方法

(4) 消費税等の会計処理は、税込み方式によっている。

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高　

（単位：円）

科　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

0

投 資 信 託 2,207,287,350 4,789,619,355 619,092,764 6,377,813,941

基本財産 7,144,496,150 4,799,928,855 5,566,611,064 6,377,813,941

内訳 債 券 4,937,208,800 10,309,500 4,947,518,300

内訳 債 券 94,400,000 605,920,000 512,300,000 188,020,000

特定資産

研究活動強化基金 4,244,735,884 605,920,000 1,158,174,374 3,692,481,510

什器備品 125,495 0 75,295 50,200

投 資 信 託 2,893,811,684 0 494,366,974 2,399,444,710

株 式 1,256,524,200 0 151,507,400 1,105,016,800

合　　　計 11,405,821,529 5,405,848,855 6,724,860,733 10,086,809,651

基本財産及び特定資産の財源等の内訳

退職給付引当資産 16,464,000 0 0 16,464,000

小　　計 4,261,325,379 605,920,000 1,158,249,669 3,708,995,710

基本財産

投資信託 6,377,813,941 (329,000,000) (6,377,813,941) －

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

科　　　目 当期末残高 (うち指定正味財産からの充当額) (うち一般正味財産からの充当額) (うち負債に対応する額)

内訳 債 券 188,020,000 － (188,020,000) －

特定資産

研究活動強化基金 3,692,481,510 － (3,692,481,510) －

投 資 信 託 2,399,444,710 － (2,399,444,710) －

株 式 1,105,016,800 － (1,105,016,800) －

什器備品 50,200 (50,200) － －

退職給付引当資産 16,464,000 － － (16,464,000)

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

科　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

小　　計 3,708,995,710 (50,200) (3,692,481,510) (16,464,000)

合　　　計 10,086,809,651 (329,050,200) (10,070,295,451) (16,464,000)

特 定 資 産 什 器 備 品 2,147,490 2,097,290 50,200

その他固定資産 建 物 1,728,820,392 469,207,583 1,259,612,809

小　　計 2,351,940,755 1,006,009,772 1,345,930,983

合　　　　計 2,354,088,245 1,008,107,062 1,345,981,183

構 築 物 62,699,000 31,656,924 31,042,076

什 器 備 品 560,421,363 505,145,265 55,276,098



５．

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

６．

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は次のとおりである。

経常収益への振替額

退職給付関係

退職給付債務 円

退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

金融商品の状況に関する事項

金融商品に対する取り組み方針

金融商品の内容及びそのリスク

金融商品のリスクに係る管理体制

①　資産運用規程に基づく取引

②　信用リスクおよび市場リスクの管理

９． 資産除去債務に関する事項

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

（単位：円）

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上

の記載区分

合　計 125,495 36,400,000 36,475,295 50,200

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

助成金

ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ統合推進 ＪＳＴ 125,495 36,400,000 36,475,295 50,200 指定正味財産

合　　　　　計 36,475,295

７．

(1) 採用している退職給付制度の概要

   確定給付型の制度として退職一時金制度を設けている。２０２１年度以降退職給付引当金の計
上は行わず２０２１年３月末までに計上した退職給付引当金及び退職引当資産を従業員退職金支
払時まで維持する。

（単位：円）

内　　　　　　容 金　　　　　額

減価償却費による振替額 75,295

ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ当期費消額 36,400,000

当法人は、研究所建物の敷地について旭化成株式会社との土地賃貸借契約に基づき使用してい
る。土地賃貸借契約には、契約終了時における原状回復義務が明記されているが、当該債務に関
連する賃貸借期間が明確でなく、将来研究所を移転する予定もないことから、資産除去債務を合理
的に見積もることができない。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上していない。

当法人は、法人運営の財源の大部分を運用益によって賄うため、債券（ＥＴＦ等の上場投資信託
を含む）、株式（ＥＴＦ、ＲＥＩＴ等の上場投資信託を含む）デリバティブ取引を組み込んだ複合金融
商品により資金運用を行っている。当法人が利用するデリバティブ取引は、デリバティブを組み込
んだ仕組債のみであり、一定の金額を限度としている。なお、投機目的のデリバティブ取引は行わ
ない方針である。

投資有価証券は、債券（ＥＴＦ等の上場投資信託を含む）、株式（ＥＴＦ、ＲＥＩＴ等の上場投資信託
を含む）、デリバティブ取引を組み込んだ仕組債であり、発行体の信用リスク、市場リスク（金利変
動リスク、為替変動リスク及び市場価格の変動リスク）にさらされているが、仕組債については発行
体が額面100%の円貨で早期償還する権利を有しており、また市場での売却も可能で、満期到来ま
で資金化することが極めて困難な流動性に乏しい仕組債は含まれていない。

金融商品の取引は、当法人の資産管理規程、および政策ポートフォリオ投資基準に基づき行って
いる。

投資有価証券については、発行体の信用情報や時価の状況を定期的に把握し、資産管理規程
に定める運用会議に報告している。

(2)

(3)

(2) 49,392,760

(3)

   退職給付の債務の計算に当たっては、退職一時金制度に基づく期末自己都合要支給額を基
礎として計算している。

８．

(1)


